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はじめに 

 本論文において研究の対象とするのは、2008 年秋にアメリカから発生した金融危機に端を発する、

世界同時不況下における日本の現状、そこから示唆される今後の経済成長戦略である。2002 年以降よ

り金融危機の発生前には日本経済はゆるやかながらも景気拡大局面が続き 58 ヶ月連続の拡大(2006 年

11 月時点)が達成された所でそれまで戦後最長であった「いざなぎ景気」を超えた。その後も景気拡大5 

が続き日本経済にとって明るい材料が見えつつあった矢先にアメリカ系投資銀行が中心となって取り

扱っていたいわゆる証券化商品の焦げ付きが発生した。背景にあったのはアメリカで長きにわたり続

いていた住宅バブルを根拠とする債務不履行の可能性が高い低所得者(サブプライム)層をも対象とした

不動産の売買があり、その住宅ローンの詐欺的な取引内容などが引き金となりローンの焦げ付きが発

生、(ローンが)証券化を繰り返したことでリスク受容者の所在が不明確となり、市場参加者の疑心暗鬼、10 

やがて信用不安が顕在化していった。この信用不安が金融市場全体の大収縮へと発展し、サブプライ

ム関連の損失が比較的軽微であったとされる日本にもその余波が広がっている。各国に金融危機から

実体経済へと影響が出始め、世界最大のマーケットであったアメリカの個人消費の減退が進行、日本

を含む輸出中心の外需型産業への波及が深刻になっている。今後の経済動向が全く予想できない状況

下、当時の自民党政権が打ち出した政策を尻目に日本において戦後事実上初めての政権交代が実現し、15 

今後の政策運営においても不透明感が広がり、日本経済は混乱の中にいる。混沌の中でいかに活路を

見いだすべきかを、対外的・対内的視点の 2 つを柱に成長戦略として提案したいと思う。 

 1 章では金融危機後の日本経済に現状について簡潔に考察し、景気後退期にあることが説明される。

2 章では日本の対内需要の内包する問題点にふれ、対外需要では輸出における対米依存の実態が明らか

にされる。3 章では世界経済構造の大転換が起きる中で存在感を増すアジア地域と日本との経済関係を20 

貿易協定などの制度面を中心に考察する。4 章ではそれまでの議論を踏まえ考えられる処方箋としての

戦略提案を対外的、対内的視点で論じる。それでは、1 章より本論に入っていくこととする。 

 

1 章 世界金融危機後の日本経済の現状 
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金融環境の変化 

  2008 年 10 月にアメリカの大手投資銀行、リーマンブラザーズが破綻した。世界的にも多大な影響

力を持つこの会社の崩壊を契機とした景気後退は全世界に広がっている。それは日本も例外ではなく、

金融環境、ついで実体経済にも深刻な影響を及ぼし景気後退の公算が大きい状況となっている。金融

面の影響で多大なのは、民間企業の資金融通である。日本銀行はこの異常とも言える金融システムの30 



機能不全への対応として、政策金利の引き下げなどの従来の政策のみならず、「異例の措置」と呼ば

れる危機対応策を打ち出している。主なものとしては、CP・社債といった企業の直接金融型の資金調

達策、CP などを担保に超低利で無制限の資金貸し出しを受けることが出来る「企業金融支援特別オ

ペ」といった通常の経済状況であれば強烈な批判を浴びかねない積極的な政策方針を展開している。

官民の中立の立場にある日銀がこうした積極的な民間企業支援に走る背景には、金融秩序を担う民間5 

銀行の業績不振、また自己資本比率規制の強化による資本強化の圧力などがある。その結果資金を企

業に貸すどころか自らの運転資金の調達にも四苦八苦するハメとなり、民間銀行からの資金調達が難

しくなった企業の多くが「最後の貸し手」として日本銀行の政策に群がるという事態が発生している。 

 

実体経済への影響 10 

 

 先述したような金融環境の変化が、実体経済にも多大な影響を与えている。例をあげれば、日本を

代表する大企業も多く含まれる外需型企業の業績不振がある。自動車、家電をはじめとする世界的に

も高い評価を受ける日本製品は、欧米諸国や中国を筆頭に成長著しい新興国などの需要を獲得し、海

外での売上が日本企業の利益拡大に大幅な貢献をしてきた。ところが金融危機後にこうした外需主導15 

の収益構造は一変、米国をはじめとする主要国では消費の停滞が加速し各企業の売上は減退し、前述

したような製造業の企業を中心に当初業績予想値を大幅に下回る黒字ないしは赤字に転落した。製品

が売れない状況で労働・設備の過剰が深刻化し、失業率のかつてないほどの増加や設備投資伸び率の

減速、消費の停滞と相まって 09 年 4 月〜10 年 3 月期の GDP 成長率はマイナスの公算が大きくなって

いる。大企業の中にも赤字を計上する企業が多くある中、例えば製造業における部品供給などの下請20 

け企業にも当然大きな影響が発生しており、中小企業中心に倒産件数の増加が深刻化している。 

 

2 章 国際経済における日本の対米依存 

 

日本の国内需要について 25 

 日本の国内需要の伸びは長期にわたっては期待できない。その事を確認するまでに日本の GDP の内

訳を確認する必要がある。国内の需要は簡易的には以下のように表す事ができる。 

Y=C+I+G+(EX-IM)  (1) 

左辺が総生産を表し、右辺が総需要を表す。C は民間最終消費支出である。民間の消費を行うのは当

然、大抵日本国民が行うと考えるべきである。よって国民の人口によって民間最終消費支出が変化す30 



ることとなる。そうであれば上の（1）の式における C がこれより長期間にかけて逓減していく可能性

が高い。なぜならばこれからの日本人口は減尐する事が高い確率で起こりえるためである。人口の減

尐は表一を参考。 

今までは上向きに人口増加をすすめ、経済成長も行ってきたために国民最終消費支出も国内総生産の

中でそのシェアを維持できていた。しかし、消費を行う人口が確実に減尐すると予想される近い将来5 

においては国民最終消費支出が国内需要の中で占める影響力は以前ほど期待できないものとなってゆ

くのである。 

 右辺の G は政府最終消費支出である。政府のよる需要面からの刺激で供給を増大させ、経済成長を

あげる効果を持つがその資金は当然ながら国の財政予算からまかなわれる。その予算は税収入と国債

の発行によって近年まかなわれている。その中で国債の発行額が急増しているのは危惧すべき事であ10 

る。平成 20 年度の一般会計では約 85 兆円が概算要求された。それに対して下の図でわかるように実

に半分以上は借金する事によって資金調達をしている。このようなアンバランスな財政計画により日

本国の借金は実に約 800 兆円までふくれあがっている。同時に国債の償還は新しい国債の発行ではな

く増税によって完全にその分の借金がなくなるものである。発行は確実に以降の世代の負担となる。

その負担はつまり負担分を支払う世代の可処分所得を押し下げてしまう可能性がある。つまり上の C15 

にあたる部分が今の財政計画によっていずれ押し下げられてしまう。国内需要の中における政府最終

消費支出の割合は決して小さくはない。しかし、上のような状況では政府支出による需要の下支えが

いつまでできるかわからないうえ、今までのように以降も維持できるとは言えない。 

 国内需要を支える要素の中で民間最終消費支出は言うまでもなく最も大切な部分である。それら上

で述べた理由で長期にわたった安定した伸びが期待できないのは非常に大きな問題と言えよう。今ま20 

でのような安定した伸びを尐子高齢化社会に期待するには一人当たりの消費を増やす必要があるがそ

の事が可能であるかは確信が持てない。なぜならば年齢層別に同じ消費を通常行わないためである。

年齢層によって消費する財の質も価格もたちまちであることは言うまでもない。今より減尐するのは

年齢層に対して増加する年齢層が今までの消費に加えて更なる消費を行うかと考えたときにその可能

性は不確実である。政府最終消費支出も同時に国内需要においては重要な部分である。同時にある程25 

度国内の需要を計画的に喚起できる側面を持っている。しかし、上で述べたようにその財源の大部分

は国債で賄われている。そして国債の償還をするためにさらに国債を発行している状態である。国家

であるために国債を安定して買い取ってくるがその事がいつまで続くかはわからない。現実的に考え

ると借金を無限に膨張させながらさらにお金を使うことは民間であれば不自然極まりない。しかし、

歳出を減尐させる事も安易な事ではない。尐子高齢化社会になれば必然と社会保障を増やす必要も出30 



てくる。財政状況は依然として厳しい状態がこれからも予想される。以上の事を持って日本の国内需

要について結論づけると以下の通りとなる。つまり、現在まで安定した国内需要を誇っていたが、主

な原因としてこれから訪れる尐子高齢化社会と日本財政の歳入歳出状況を考えると国内需要は維持が

難しい。そのグラフは表二を参照。 

 5 

日本の対外需要について 

 日本の貿易の特徴から現在の状況を述べる。 表 7-18 を参照。▲はその分の資金が国内から流出し

た事を意味する。また▲がついてない数字が海外から日本に流入した資金の量を意味する。 

 

   経常収支で一貫して黒字であり、資本収支においては赤字である。経常収支の中で貿易・サー10 

ビス収支で詳しく見ると日本の対米輸出で製品の輸出が圧倒的である。特に機械製品で輸出構造の中

で高いシェアを閉めており、代表的な製品は自動車である。しかしサービス収支は一貫して赤字であ

る。サービス収支とは旅行、通信、金融などのサービスがどの程度取引されているかを示している。

つまり、日本とアメリカの間では日本は確かに機械などに代表される製品は輸出超過でありサービス

財では赤字である。この点においてアメリカが金融や通信といったサービス系産業に力がある事が読15 

み取れる。経常収支の中における所得収支は投資時に生じる利子や配当に依存している。上の表でわ

かるように日本は対米貿易において利子や配当の点においても大きな利益を継続的にあげている事が

わかる。資本支出においては赤字の傾向が強いがそれは日本がアメリカに対して直接投資等に力を入

れているためである。このようなマイナスの資本収支があるからこそ所得収支で大きな利益をあげる

事ができる。 20 

 

日本の対米依存について 

 日本の貿易がアメリカに大きく依存しているのは周知の事実である。たしかに、近年アジアの対等

により日本の対米貿易額が輸出入ともに減尐に一途をたどっている。しかし、いまでも依然として輸

出入がともにアメリカが上位に位置する。また同時に日本の対米依存は日本の国際収支に多額の黒字25 

をもたらしてきた。その事を実際にデータ見て確認する。 

 付属の表四は日本の輸入と輸出の相手国を額が多い国から並べたものである。アメリカは日本にと

って輸出入額が一番多い国であった。これだけでの日本の貿易というものがアメリカに大きく依存し

ている事がわかる。 



 日本は長年の間、アメリカとの貿易で常に黒字を保ってきた。一国の貿易上の損益は国際収支表で

確認する事ができる。国際収支表は大きく分けて経常収支と資本収支が存在する。経常収支とは主に

財・サービスでの貿易でマイナスかプラスかを見る事ができる。日本は対米の経常収支で一貫して黒

字を保っている。また資本収支での面ではほとんどマイナスとなっている。これは日本が積極的にア

メリカに直接投資または間接投資をしている事を意味している。そのかわり日本は多額の利子等のイ5 

ンカムゲインを得る事ができる。 

 その結果日本は常時の国際収支で黒字を保ってきた。表 7-20 でその事が確認できる。 

左の欄が日本からみた対米貿易であり、右の欄がアメリカから見た対日貿易である。日本の欄から見

ると輸出額が 1995 から 2004 まで常に輸入額を大きく上回っている。 

 80 年代の日本の技術力はこの時点で高い水準に達しており、いよいよアメリカの競争力を担う産業10 

に進出する事となる。この事はアメリカ側でみると大きな問題となる事は言うまでもない。よって各

産業も自主規制の対象となってしまうのが当然の結果である。このとき日本の自動車産業や半導体産

業は日本から輸出をするだけでなく、積極的にアメリカ内への進出をした。日本の自動車メーカーは

円高対策でもあるが積極的にアメリカ国内における現地生産に力を入れるようになる。ハイテク産業

の一つである半導体産業においても同様のことがなされた。輸出だけでなくアメリカ現地への直接投15 

資にも力を入れるようになったのである。 

 

以上の事からまとめると以下のようになる。 

 日本の国内需要の伸びは以前のような持続的な維持はしにくい事が人口の減尐と財政の状況から言

える。人口の減尐は民間最終消費支出の維持を難しくする。また国債に依存している財政状況の今後20 

の維持は不確実である。国外に視点を移すと、日本がアメリカに大きく依存していた事が伺える。 

 

 

3 章 アジアへのシフトの可能性、将来性 
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アジア経済の実態 

 

 今日のグローバル化の進展する世界経済の中、日本にとっての主要な貿易相手国が２ヶ国ある。一つ

は 2 章で取り扱った米国、もう一つは現在最大の貿易相手となっている中国である。中国は世界同時

金融危機の後軒並み世界の経済大国が成長率を下げる中比較的高水準の成長率を維持している(グラフ30 



1 参照）。この中国を筆頭に、ASEAN 各国など東南アジア諸国が近年急激な経済成長を展開しており

（例：タイ・シンガポール、グラフ 2 参照）、低成長に悩む多くの先進国へのキャッチアップが実現

する日もそう遠くない情勢となっている。これら東南アジア諸国の成長の背景にはいくつかの要因が

考えられるが、一つには豊富な労働力の存在があげられる。たとえば中国での 13 億を超すともいわれ

る人口が持つ労働力には多くの先進国企業が注目し、早くから現地法人を設立するなどしてその労働5 

力が利用され中国が「世界の工場」の呼称で呼ばれるようになっていった。しかし近年では中国の急

激な経済成長とともに労働者の賃金の上昇傾向が指摘されるようになり、中国に集中していた製品生

産がアジア地域の多くの国に拡大している。ASEAN 諸国も例外ではなく、本国企業に比べ高賃金の職

を得られる日本を含む外資系企業への就職を求める人が一定数存在し、そこで作られた製品が世界中

の市場で売買されている。その他の要因としては、外国資本の参入をレバレッジとした国内産業の成10 

長が考えられる。特に先進国が先行する半導体などのハイテク分野といった高い技術を要する製品製

造は技術進歩を待つよりも最初に外資系企業を呼び込み進んだ技術を導入、模倣することが自国の産

業振興に効果的である。たとえば中国では自動車などで明らかな外資製品の模倣が横行していたが近

年では行政改革や清華大学などのトップレベルの研究機関を利用した独自製品の研究開発、そうして

出来た製品の市場での台頭が顕著となっており、産業構造転換に大きな一歩を踏み出している。こう15 

して国内産業の変化、成長が進行し豊かさを享受し始めた国民が消費者として産業振興に貢献し、労

働者としての国民へのリターンになるというスパイラルが経済成長に貢献していくと考えられる。 

 

アジアと日本の経済関係 

 20 

 アジア各国と日本の経済関係はどのようなものか。中国などの貿易規模の大きい国で言えば、安価

な労働力を利用した製品作りを日系企業が仕掛け、輸出や逆輸入に役立てたり、また富裕層向けに液

晶テレビ・洗濯機などの家電製品、自動車などの耐久消費財を輸出するなど、まさにグローバルパー

トナーとして切っても切れない関係が成立している。実際に、2004 年には香港を含む対中国貿易総額

が 22 兆 2000 億円に達しており、初めて対米国貿易総額（20 兆 4800 億円）を抜いて首位に立っており、25 

日本の総額の 20％以上を占めるに至っている〔注 1〕。しかし近年では中国の急激な経済発展に伴う

賃金の上昇などで現地生産のメリットが低下しており、市場としての中国の存在感が増す一方で生産

を東アジア各国の現地法人にシフトするという事態になっている。このように輸出先、輸入先として

のアジア地域の重要性は非常に高いにも関わらず、近年様々な問題が明らかになっている。例えば、

日本の設定する関税などの保護貿易主義的政策の問題が挙げられる。世界各国と比べ日本の国土は決30 



して巨大なものではなく、全世界中第 60 位という先進国の中でも異例と言えるほど狭い国土しか有し

ていない〔注 2〕。こうした事情から日本は農業のような土地集約的な産業には比較劣位となっており、

品質を極めた農産物生産などは一定の需要があるものの多くの製品が海外の広大な土地で栽培された

低価格の農産物に価格では勝負にならないため、コメの 100％超の関税を筆頭に国産農産物への保護主

義とも読み取れる高関税を海外の農産物に課している〔グラフ 3 参照〕。農産物全体で見ると世界各5 

国中で決して高関税というわけではない日本であるが、こと議論にのぼることの多い重要品目では異

常と言える値を示すため、貿易上の問題として扱われることが多い。こうした問題が日本とアジア各

国との FTA、EPA を進める上で障害となることもある。FTA などを進めることで自由なヒト、モノ、

カネの国家間移動が促進されると、多国籍企業などが製品を製造する上で非常にスムーズな運行が可

能となり、ジャストインタイムに近い時間軸での製造プロセスが国際的に実行されることになる。ア10 

ジア地域、特に ASEAN 諸国で言えば、それぞれの国同士の横断的な生産ネットワークが形成されるこ

とになり、各国で独立して存在していた生産ネットワークからの脱却が実現し、資源の効率的分配に

寄与することになる。そこから製品を各国に輸出する場合にも、FTA の効用により値段の高騰を招か

ずに行うことが可能となる。日本のように自動車、家電製品などに強みのある国にとって強力なサポ

ートとなるこの FTA を実行するとしかし、農産物を含むあらゆる製品について関税撤廃へ向けた議論15 

をする必要性があるため、農業(重要品目)に保護主義的傾向のある日本にとっては不利な条件が存在す

ることになる。アメリカ・ヨーロッパなどの外需主導で成長を続けてきた企業の多い日本にとって、

この問題への対応がアジアへのシフトを含む今後の戦略において重要となっている。 

 

アジア・日本間経済関係の将来 20 

 以上見てきたように、近年は中国を中心にアジア地域との貿易などの経済関係が規模、密度ともに

大きく伸びている。金融危機後の世界同時不況と相まって、これまで日本企業にとって(世界各国にと

っても)重要なマーケットであったアメリカの消費水準が一気に停滞し、世界経済構造の大転換が起き

ている中、今後日本が生き残りを計るためには、アジア地域との経済関係を基軸に据えた体制へシフ

トすることが重要となってくる。具体的には生産・販売のどちらにおいてもアジア地域を主軸とする25 

体制を強化すべく、FTA・EPA 締結などの制度設計が今後増々進行すると考えられる。資源の国際的

移動が進行しアジアの投資先としての価値が増大することで、国際分業体制の増々の進展やそれに伴

う生産性向上からアジア各国の経済成長へも繋がっていき、また日本の成長にとっても重要なファク

ターとなると考えられる。 
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4 章 日本の成長戦略：対外・対内的考察 

 

対外戦略 

 前述したように、米国発世界同時不況の影響で、世界経済には大転換が起こっている。アメリカの5 

過剰消費に支えられた各国のいびつな経済成長モデルに回帰する見通しは現在のところ立っておらず、

したがって製造、販売を中心に経済活動にも変化が求められる。そうした変化を促進するものとして

挙げられるのは、FTA、EPA などの国際経済上の制度設計である。現在、貿易における世界的組織と

して WTO が挙げられるが、この WTO が主導で国際社会のコンセンサスである自由貿易の枠組みが進

んだ例は多くはなく、各国間の FTA 締結などの交渉により構築されているのが現状である。日本も10 

ASEAN 各国をはじめいくつかの国とこうした制度設計を進めており、今後中国などの新たな巨大経済

プレーヤーと連携強化を進めることで、国際間のネットワーク化→AFTAのような経済地域をアジアに

も創出することで NAFTA、EU のような欧米経済システムへの対抗、やがては先行を実現することが

可能となる。そして、アジアにおける経済システムの枠組みがおおよそ体を成してくれば、現在急激

な凋落(安値)傾向にあるドルに変わる国際決済手段(例：アジア通貨単位)の構築など独自の経済秩序が15 

発展し、やがては経済の中心がいよいよアジアに移り始め、そうした流れが日本の対外的成長戦略に

おいて強力な後ろ盾となっていくと考えられる。 

 

対内戦略 

 現在の日本では従来より議論されてきた尐子化による労働力不足、それに伴う年金などの社会福祉20 

における異常とも言える様々な問題が山積しており、消費や住宅、または設備投資などの上昇に大き

な足かせとなっている。それに加え昨今の 1 ドル＝90 円を超えて 80 円台に到達した為替変動の影響も

あり日本を代表する企業(特に製造業)の生産、販売の海外流出が進行し国内の産業空洞化の傾向も見ら

れる。そのような状況の中での国内成長戦略として、企業の研究開発を促進するインセンティブを創

出することが 1 つの有効な方策と考えられる。自動車業界を例にとれば、トヨタやホンダの発売した25 

ハイブリッド車が環境対応車減税や補助金の押し上げ効果もあり 4〜9 月期の国内自動車販売数で上位

を独占している〔グラフ参照〕。また現政権が 2020 年までの 1990 年比温室効果ガス 25％削減の目標

を打ち出したこともありプラグインハイブリッド車、電気自動車と新世代の製品開発が可能かが既存

の企業、新規参入メーカーともに生き残りを左右する重要なキーとなる。特に電気自動車などはガソ

リン車にくらべ研究の蓄積が尐なく、新規参入が比較的容易であることから米国テスラ・モータース30 



などの日本メーカーにとってのライバルが続々登場していることから、研究開発のより一層の充実が

日本には求められる。従って研究開発に的を絞った投資減税や現状のエコカー関連の販売促進策、産

官学の共同研究の促進等が企業の成長、雇用増大、消費増大という正のスパイラルを生み出すものと

なると考えられる。 

 また 1500 兆円規模の日本の個人金融資産を有効に利用することが現在の経済状況ではもはや不可避5 

と言えよう。この資産を国内の成長産業や、または価格下落が著しい不動産などの資産への投資に向

けて利用することで景気下支え、やがては成長へとつなげていくことが可能となる。しかし現在の日

本では政策金利の超低水準の状況などを背景に(国内)投資に対するリターンが期待できないとの認識が

一定の存在感を得ており、その結果アメリカ国債を筆頭に資金の海外流出が大量に発生しており、

2007 年度にはついに 17 年連続対外債権国となっている。この海外流出資金を例えば新型インフラ整備10 

などの将来の利潤のみならず社会的意義の大きい、魅力ある事業に仕向けることが出来れば、個人の

利益に加え社会資本という共通の財産を構築することができ、将来の経済成長への足がかりとなると

期待される。 

 

おわりに 15 

 本論文では現在の世界同時不況下における日本の成長戦略をある程度幅広く考察した。未曾有(みぞ

う、みぞうゆうではない)の経済的大転換の時代にあって、混沌から日本は抜け出すことが出来るのか、

現時点では不確定な要素が多い。景気後退前から議論のあった日本を含む多くの「輸出国家」が日本

の約 3 倍ともいわれるアメリカの富を頼りに製品を送り込むといういびつな国際経済体制に終止符が

打たれ、モノの買い手また金融立国として君臨したアメリカも新たな経済戦略の練り直しが必要とな20 

るだろう。日本も自動車を筆頭に外需型産業には新たなマーケットの発掘、そこでの覇権をかけた新

製品開発競争など目まぐるしいスピードでの変化が起きている。まもなく中国に GDP の上で先行を許

すことになる日本が、いかに今後の経済成長の展望を抱くか、これに対するアイデアはここにあげた

以外にも存在するだろう。現政権が現在のような高支持率を維持する中で一方ではポピュリズムに傾

いているとの指摘もある中、たとえ見えづらい・分かりにくい(したがって支持率重視の場合には効用25 

の低い)ことがあろうとも、経済成長に有効なものとあらばその政策を採用し将来への布石を打つこと

を期待する。特に、対外的にはアジア地域との関係、そしてこれまで続いてきたアメリカとの関係と

のバランスの行方が日本の世界経済における立ち位置を決めることが予想され、対内的には消費・設

備投資の低迷などへの対策、将来の成長を牽引する産業の発掘または育成の可能性を探るなど重要課

題は非常に多く、今後の政策の舵取り、そしてその帰結としての景気動向などに注目していきたい。30 
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